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民間事業者の宇宙活動の進展に向けて 

― 宇宙関連２法案 ― 

 

内閣委員会調査室  長谷 悠太 

 

１．はじめに 

 米国のベンチャー企業であるスペースＸ社が再利用可能なロケットを用いた商用サービ

スを年内にも始めようとしているように1、技術の進歩とともに人工衛星及びロケットの小

型化や低価格化が進み、宇宙産業は世界的に成長を続けている。我が国においても、平成

27 年 11 月、国産ロケットとして初めて商業衛星を載せたＨ－ⅡＡロケットが打ち上げら

れるなど、民間の宇宙活動は活発になっており、国際競争力の観点からも民間が宇宙ビジ

ネスを行うための環境を整備する必要性が高まりつつある。しかし、これまで我が国にお

ける宇宙活動は、根拠法令を有する国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「ＪＡ

ＸＡ」という。）など国と特別の関係を持つ者のみが行ってきたため、民間の宇宙活動に係

る法制度の整備がなされていない。また、人工衛星に搭載したセンサにより地球表面を観

測し得られる衛星リモートセンシング記録2は、農業、防災・減災、鉱物資源、社会インフ

ラ整備・維持等の幅広い分野で活用されており、新産業・新サービスの創出が期待されて

いる。同記録の利用は今後も拡大すると見込まれているが、安全保障上の観点から、その

取扱いが適正に行われるよう制度整備を図ることが課題となっている。 

こうした状況を踏まえ、平成 28 年３月、第 190 回国会に「人工衛星等の打上げ及び人工

衛星の管理に関する法律案」（以下「宇宙活動法案」という。）及び「衛星リモートセンシ

ング記録の適正な取扱いの確保に関する法律案」（以下「衛星リモートセンシング法案」と

いう。）が提出された。両法律案は、同年４月に衆議院内閣委員会に付託され、同年６月、

衆議院本会議において、同委員会における継続審査が議決された。同年８月、第 191 回国

会においても引き続き継続審査が議決されており、第 192 回国会において活発な議論が行

われることが見込まれる。 

 本稿では、これまでの我が国の宇宙政策や両法律案の提出に至る経緯を概観するととも

に、両法律案の概要及び論点を示すこととしたい。 

 

２．我が国の宇宙開発利用の推進体制 

本章では、我が国の宇宙開発利用の推進体制の変遷と、宇宙基本法の制定から両法律案

                                                                                  
1 『日本経済新聞』（平 28.6.8）。ただし、平成 28 年９月１日（現地時間）、同社の再利用可能の無人ロケット

が打上げ前の試験中に爆発事故を起こしたため、今後の運用等に影響が出る可能性がある（『日本経済新聞』

夕刊（平 28.9.2））。 
2 本稿で解説する衛星リモートセンシング法案においては、許可制度を設けるに当たり、対象となる記録の定

義を規定する（後述３（２）ア及び４（２）ア）。 



立法と調査　2016.10　No.381
83

 

の提出に至る経緯について概観する3（主な経過については後掲図表１を参照）。 

 

（１）我が国における宇宙開発の推進体制の整備 

 世界初の人工衛星であるスプートニク１号は、1957（昭和 32）年にソビエト連邦により

打ち上げられた。冷戦の最中で米国とソビエト連邦を中心とする宇宙開発競争が行われて

いたこともあり、宇宙開発・利用に関する国際社会の関心は当初から高かった。1959（昭

和 34）年、国連は「宇宙空間の平和利用に関する国際協力」と題する決議を採択し、宇宙

空間の研究に対する援助、情報の交換、宇宙空間の平和利用のための実際的方法及び法律

問題の検討を行う「宇宙空間平和利用委員会（ＣＯＰＵＯＳ）」を常設委員会として設置し

た。同委員会は、５つの宇宙諸条約4の起草やその監督を始め、宇宙空間の平和利用を進め

るために、宇宙に関する幅広い分野の議論を行っている。 

 こうした国際情勢の中、我が国においては、昭和 30 年に東京大学でペンシルロケットの

発射実験が行われるなど科学目的でのロケット研究が進んでいたが、世界の趨勢に遅れる

ことなく実用衛星を開発する重要性の認識が次第に高まり、昭和 39 年、科学技術庁に宇宙

開発推進本部が設置された5。その後も宇宙開発の推進体制は見直しが行われ、宇宙開発に

関する重要政策に関し企画・審議・決定を行う宇宙開発委員会6の総理府への設置（昭和

43 年）や、人工衛星及び人工衛星打上げ用ロケットの開発、打上げ及び追跡を総合的、計

画的かつ効率的に行うため、宇宙開発推進本部を発展的に解消した特殊法人宇宙開発事業

団（ＮＡＳＤＡ）の設立（昭和 44 年）等により落ち着くこととなった。 

 

（２）宇宙基本法の制定と宇宙政策に係る推進体制の強化 

 宇宙開発委員会は、我が国の宇宙開発の指針となる宇宙開発政策大綱の策定（昭和 53

年初決定。後に３度改訂されている）などを行ってきたが、平成 13 年の中央省庁再編によ

り文部科学省に移管され、我が国の宇宙開発の長期的かつ基本的な方向を見定めながら、

ＪＡＸＡの中期目標の基となる「宇宙開発に関する長期的な計画」等に関し調査審議する

機関へとその位置付けが見直された。宇宙開発に関する企画立案と総合調整は、内閣総理

大臣を議長とする総合科学技術会議が担うこととなったが、宇宙開発利用は、科学技術的

な観点に限らず、安全保障、災害対策、産業振興など様々な分野と関係があることから、

                                                                                  
3 宇宙基本法及び宇宙基本計画（第１次。後述）の制定経緯や制定当時の宇宙政策に関する課題については、

神田茂「宇宙の開発利用の現状と我が国の課題（前編）－宇宙基本法・宇宙基本計画を活かすには－」『立法

と調査』第 302 号（平 22.3）、「宇宙の開発利用の現状と我が国の課題（後編）－宇宙基本法・宇宙基本計画

を活かすには－」『立法と調査』第 303 号（平 22.4）を参照。 
4 ①月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約（宇宙条約）、

②宇宙飛行士の救助及び送還並びに宇宙空間に打ち上げられた物体の返還に関する協定（宇宙救助返還協定）、

③宇宙物体により引き起こされる損害についての国際的責任に関する条約（宇宙損害責任条約）、④宇宙空間

に打ち上げられた物体の登録に関する条約（宇宙物体登録条約）及び⑤月その他の天体における国の活動を

律する協定（月協定）であり、我が国は⑤を除く４条約に加盟している。 
5 第 51 回国会衆議院科学技術振興対策特別委員会宇宙開発に関する小委員会議録第１号１頁（昭 41.2.24） 
6 総理府宇宙開発委員会は、国務大臣たる科学技術庁長官を委員長とし、宇宙開発に関する重要政策に関する

事項等を企画・審議し、内閣総理大臣は委員会の決定に基づき述べられた意見を尊重する義務があった。一

方、文部科学省に移管後の宇宙開発委員会及び内閣府宇宙政策委員会（後述２（２））の位置付けは、いずれ

も審議会である。 
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総合的な宇宙開発利用政策の企画・調整機能の強化が求められるようになった。その後、

平成 20 年５月、宇宙開発利用の基本理念を示すとともに宇宙開発戦略本部の設置や宇宙基

本計画の作成等を内容とする「宇宙基本法案」が衆議院内閣委員会において起草され、参

議院における審査を経て成立した（平成 20 年法律第 43 号）。同年８月に施行された同法に

基づき、内閣に、本部長を内閣総理大臣、副本部長を内閣官房長官及び宇宙開発担当大臣7、

本部員を本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣とする宇宙開発戦略本部（以下「本部」

という。）が設置された。 

 宇宙基本法の附則では、政府は、本部に関する事務処理を内閣府に行わせるために必要

な法制整備（附則第２条）、ＪＡＸＡその他の宇宙開発利用に関する機関の在り方等につい

ての検討・見直し（附則第３条）、宇宙開発利用に関する施策を推進するための行政組織の

在り方等についての検討（附則第４条）を行うものとすると定められた。これを受けて、

本部の下に有識者で構成される宇宙開発戦略専門調査会（以下「専門調査会」という。）が

設置され、宇宙開発利用施策の推進体制等に関し検討を進め、平成 24 年６月、宇宙の開発

及び利用の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な政策に関する総合調整等の事務

を内閣府の所掌事務とすること等を内容とする「内閣府設置法等の一部を改正する法律案」

（以下「内閣府設置法等改正法」という。）が成立した（平成 24 年法律第 35 号）。同法の

施行を受け内閣府に宇宙戦略室が設置され、本部に関する事務の一次的調整のほか、宇宙

開発利用に関する関係行政機関の事務の調整等を行うこととなった。また、宇宙開発利用

に係る政策に関する重要事項、関係行政機関の宇宙開発利用に関する経費の見積りの方針

に関する重要事項等の調査審議を行うため、内閣府に宇宙政策委員会が設置される一方、

文部科学省の宇宙開発委員会は廃止された。こうして我が国の宇宙政策は、司令塔機能を

有する本部及び内閣府を中心に進められていくこととなった。 

 

（３）ＪＡＸＡに係る体制の見直し 

 平成 15 年 10 月、ＮＡＳＤＡは宇宙科学研究所（ＩＳＡＳ）8、航空宇宙技術研究所（Ｎ

ＡＬ）9と統合しＪＡＸＡに改組され10、文部科学省の宇宙開発委員会等を中心に監督が行

われることとなった。その後宇宙政策の重要性が高まり、政府部内の推進体制の見直しが

進んだ結果、平成 24 年の内閣府設置法等改正法（前述）の施行によりＪＡＸＡ法11も改正

                                                                                  
7 宇宙基本法第 29 条第１項において、内閣総理大臣の命を受けて、宇宙開発利用に関し内閣総理大臣を助ける

ことをその職務とする国務大臣と定義されている。当初は内閣の担当大臣として任ぜられていたが、平成 24

年７月の内閣府宇宙戦略室の設置以降は、新設された内閣府特命担当大臣（宇宙政策担当）がその任に就い

ている。 
8 宇宙科学研究所の前身である宇宙航空研究所は昭和 39 年に東京大学に設立され、固体燃料を用いたＬ－４Ｓ

ロケットによって我が国初（世界で４か国目）の人工衛星「おおすみ」を軌道に送るなど、宇宙理学と宇宙

工学が一体となった科学衛星の研究・開発を行ってきた。昭和 56 年に宇宙科学研究所に改組され文部省の所

管となって以降、全国の大学の共同利用機関としての役割も担っていた。 
9 昭和 30 年に総理府に設置された航空技術研究所を前身とし、昭和 63 年に宇宙部門も加わり航空宇宙技術研

究所となった。 
10 ＩＳＡＳは平成 28 年現在もＪＡＸＡの一機関として活動を続けている。 
11 平成 14 年の根拠法成立時の名称は「独立行政法人宇宙航空研究開発機構法」である。独立行政法人改革に

伴う国立研究開発法人制度を導入するための法改正により、平成 27 年４月から「国立研究開発法人宇宙航空

研究開発機構法」と名称が変更された。本稿ではＪＡＸＡ法と総称する。 
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された。同改正の主な内容は、ＪＡＸＡの目的規定における平和利用に関する記述を宇宙

基本法と整合的なものとすること12、ＪＡＸＡの業務として、人工衛星等の開発、打上げ、

運用等の業務に関し、民間事業者の求めに応じて援助及び助言を行うことを追加し、それ

に伴い所管官庁に従来の文部科学省及び総務省のほか内閣府及び経済産業省を追加するこ

と等であった。またＪＡＸＡは、第２次宇宙基本計画（後述）において政府全体の宇宙開

発利用を技術で支える中核的実施機関と位置付けられ、同分野の基礎研究から開発・利用

に至るまで一貫して担うこととなった。なお、平成 27 年４月から国立研究開発法人13に移

行したことにより、研究成果の最大化を目指す役割を従前以上に求められるようになった。 

 

（４）宇宙基本計画の策定 

 宇宙基本法は、政府は宇宙開発利用に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

宇宙基本計画（以下「基本計画」という。）を作成しなければならない旨定めている。同法

施行後、専門調査会において検討が進められ、平成 21 年６月、最初の基本計画（計画期間：

策定から５年間）が本部決定された。その後、平成 24 年の内閣府設置法等改正法により、

新たな宇宙開発利用の推進体制が整ったことなどから、内閣府宇宙政策委員会を中心に新

たな基本計画について検討が進められ、平成 25 年１月、第２次となる基本計画（計画期間：

平成 25～29 年度の５年間）が本部決定された。 

第２次基本計画策定後、平成 25 年 12 月に内閣に国家安全保障会議が設置されるととも

に、「国家安全保障戦略」が閣議決定されるなど、我が国の安全保障をめぐる体制は大きく

変化した。これを受け、平成 26 年６月、宇宙政策委員会の下に、安全保障政策と連携した

宇宙政策の在り方等を検討するため、基本政策部会が設置された。同年９月に開催された

本部会合において、同部会で作成された「中間取りまとめ」が報告された際、安倍内閣総

理大臣は、我が国の安全保障上、宇宙の重要性は著しく増大しているとして、新たな基本

計画を策定するよう指示した。これを受け平成 27 年１月、産業界の投資の「予見可能性」

を高め、産業基盤を強化するため、今後 20 年程度を見据えた 10 年間の長期整備計画と位

置付けられた第３次となる基本計画が本部決定された。第３次基本計画では、宇宙開発利

用全般を支える体制・制度等の強化策の一つとして、海外衛星事業者からの衛星打上げサ

ービス受注を後押しし、民間事業者による宇宙活動を支えるための「宇宙活動法案」と、

「リモートセンシング衛星を活用した民間事業者の事業を推進するために必要となる制度

的担保を図るための新たな法案」を平成 28 年の常会に提出することを目指すとされた14。

                                                                                  
12 法制定時から本改正まで、ＪＡＸＡは「平和の目的に限り」業務を行うとしていた。本改正では、当該部分

が「宇宙基本法第２条の宇宙の平和的利用に関する基本理念にのっとり」に改められ、安全保障目的の研究

開発が可能となった。 
13 研究開発に係る業務を主要な業務として、中長期的（５～７年）な目標・計画に基づき行うことにより、我

が国の科学技術の水準の向上を通じた国民経済の発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を

確保することを目的とする法人のこと。 
14 第１次、第２次の基本計画も「宇宙活動に関する法制の整備」について言及しているが、時期については触

れられていなかった。ただし第２次基本計画では、必要に応じて欧米の産業保護策を参考にするなど、検討

内容が具体的に示され、多国間協議の場において、宇宙活動の安全性、持続可能性等を向上させていくため

の「宇宙活動に関する国際行動規範」について検討が行われていることに触れ、法制整備の検討においてそ

の状況に留意することとされた。なお、同規範は平成 27 年９月時点でも議論が行われており、その案が公表
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なお、第３次基本計画においては、政策項目の進捗状況を明確にするため、工程表も併せ

て策定し、毎年本部において改訂を行うことになっている15。 

 

（５）宇宙関連２法案の提出 

 第３次基本計画において、両法律案の具体的な提出時期に言及がなされたことを踏まえ、

平成 27 年２月、宇宙政策委員会の宇宙産業・科学技術基盤部会の下に、宇宙法制小委員会

が設置され、同年４月から議論が開始された。同小委員会においては、宇宙活動法につい

ては、我が国にふさわしい法制度の在り方、宇宙活動の許可・監督の在り方、宇宙活動に

起因する損害を被った被害者の保護と産業振興・国際競争力確保を両立する損害賠償制度

の在り方等を、衛星リモートセンシングに係る法制については、当該法制の立法目的とそ

の達成のために法制度により管理を行うべきデータの範囲、当該データを取り扱う行為の

うち、法制度により管理を行うべき行為の範囲と管理の実効性・効率性、当該行為を行う

者のうち法制度により管理を行うべき者の範囲等を主要な論点とし、ＪＡＸＡや民間事業

者等を招き、平成 28 年２月までに７回にわたって会合を開き検討を行った。そして同年３

月、第 190 回国会に宇宙活動法案（閣法第 41 号）及び衛星リモートセンシング法案（閣法

第 42 号）が提出された。 

 

図表１ 我が国の宇宙関連法制に係る主な経緯 

 

（出所）内閣府資料等を基に作成 

                                                                                  
されている。<http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/space/kokusaikoudou.html>（平 28.9.16 最終アクセス） 

15 平成 28 年度改訂については、宇宙政策委員会が改訂に向けた中間取りまとめを公表し、平成 28 年８月９日

から同年９月８日にかけて意見募集が行われた。 

年 月 主　な　出　来　事

昭和43年 宇宙開発委員会設置法（閣法）の施行により、宇宙開発委員会が総理府に置かれる。

昭和44年 宇宙開発事業団法（閣法）の施行により、特殊法人宇宙開発事業団が設立される。

平成13年 中央省庁再編。宇宙開発委員会は文部科学省に置かれる審議会となる。

平成15年 宇宙開発事業団など３機関が改組され、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が発足。

５月 宇宙基本法案（議員立法）が成立、同年８月に施行。

８月
基本法に基づき内閣に宇宙開発戦略本部が設置される。翌９月に本部の下に宇宙開発戦略専門調
査会が、10月に専門調査会の下に宇宙活動に関する法制検討ＷＧが設置される。

平成21年 ６月 基本法に基づき宇宙基本計画（計画期間：策定から５年間）が本部決定される。

平成24年 ７月
「内閣府設置法等の一部を改正する法律」の施行を受け、内閣府に宇宙戦略室と宇宙政策委員会が
設置される（宇宙開発委員会は廃止）。また併せてＪＡＸＡ法の改正も行われる。

平成25年 １月 第２次宇宙基本計画（計画期間：平成25～29年度）が本部決定される。

１月 国家安全保障戦略を踏まえた第３次宇宙基本計画（計画期間：策定から10年間）が本部決定される。

４月
・ＪＡＸＡが国立研究開発法人に移行する。
・宇宙法制小委員会において宇宙関連２法案の検討が始まる。

平成28年 ３月
「人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律案」「衛星リモートセンシング記録の適正な
取扱いの確保に関する法律案」が第190回国会に提出される。

平成20年

平成27年
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３．両法律案の概要 

（１）宇宙活動法案の提出の背景及び概要 

ア 法案提出の背景 

  宇宙条約等の国際約束において、民間事業者等が宇宙で活動するためには、国の許可・

監督が必要とされている16。さらに、民間事業者等の宇宙活動を促進する上で被害者保

護を重視すべきとされているところ、国際競争力の強化の観点も踏まえ、第三者損害賠

償制度などを整備する必要性が生じている。ロケット打上げ等のベンチャー企業など、

独自の宇宙活動を行う民間事業者が世界的に増加する傾向にある中、米国やフランスを

始め世界各国で次々と宇宙活動法が制定されており、その数は平成 27 年４月現在 20 か

国に上っている17。 

我が国においては、昭和 58 年、宇宙救助返還協定、宇宙損害責任条約及び宇宙物体登

録条約の宇宙３条約に加入する際には、当時、ロケット等の打上げ機関が、国と特別の

関係にあるＮＡＳＤＡ及びＩＳＡＳ（現ＪＡＸＡ）に限られていたことに鑑み、同年３

月の閣議口頭了解18に基づき、既存の法令で対処することとしていた19。しかし、時代の

変化とともに宇宙開発に係る民間事業者の活動が増大することが見込まれるようになっ

たことから、平成 20 年の宇宙基本法第 35 条は、政府は宇宙活動に係る法制の整備を総

合的、計画的かつ速やかに実施しなければならないとするとともに（第１項）、法制の整

備は国際社会における我が国の利益の増進及び民間における宇宙開発利用の推進に資す

るよう行われるものとする（第２項）と規定した。衆参両院の内閣委員会における同法

案の審査の際には、政府に対し、同法の施行後２年以内を目途に、宇宙開発利用に関す

る条約等に従い、宇宙活動に係る規制などに関する法制を整備するよう努めることを求

める決議がそれぞれなされた20。 

平成 20 年９月、専門調査会の下に「宇宙活動に関する法制検討ワーキンググループ」

が設置され、宇宙活動法に関する国際動向、宇宙活動に関する我が国の現状や宇宙活動

法に対する要望等を踏まえ、宇宙活動法の適用対象、宇宙物体の登録、宇宙活動に対す

る国の監督、宇宙損害の賠償及び宇宙救助返還等について論点整理を行った。平成 22

年３月、同ワーキンググループは意見募集の結果も踏まえ、「宇宙活動に関する法制検討

ＷＧ報告書＜中間取りまとめ＞」を公表した。その後宇宙開発利用を所管する行政組織

の見直しに向けた検討が進められ21、平成 24 年７月の内閣府設置法等改正法の施行に伴

                                                                                  
16 例えば宇宙条約第６条は、宇宙空間における非政府団体の活動は、条約の関係当事国の許可及び継続的監督

を必要とすることを定める。 
17 内閣府宇宙戦略室「宇宙法制関連の現況説明及び今後の進め方」（平成 27 年４月）（宇宙政策委員会第１回

宇宙産業・科学技術基盤部会宇宙法制小委員会（平成 27 年４月９日）配付資料） 
18 「宇宙３条約の締結及びその実施について」（昭和 58 年３月 29 日閣議口頭了解） 
19 「我が国における宇宙４条約に関する国内措置の現状について」（宇宙開発戦略本部宇宙開発戦略専門調査

会第１回宇宙活動に関する法制検討ワーキンググループ（平成 20 年 11 月 19 日）配付資料） 
20 衆議院内閣委員会においては、法律案起草と併せて「宇宙の開発及び利用の推進に関する件」が決議された

（第 169 回国会衆議院内閣委員会議録第 14 号 15 頁（平 20.5.9））。参議院では附帯決議に盛り込まれている

（第 169 回国会参議院内閣委員会会議録第 14 号 15 頁（平 20.5.20））。 
21 内閣府設置法等改正法案の国会審議において、古川元久宇宙開発担当大臣は、法案作成に向けた更なる検討

を進めるためには法律の所管省庁を明らかにする必要があり、そのためには宇宙開発利用の行政組織を見直
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い専門調査会は廃止されることとなったため、「最終取りまとめ」は作成されなかったが、

同中間取りまとめでの議論は、宇宙法制小委員会における宇宙活動法案の検討の際にも

参照された22。 

イ 人工衛星等23の打上げに係る許可制度 

  現在、国内で人工衛星等を打ち上げる場合、国が直接監督するＪＡＸＡの打上げ射場24

が主に利用されている25。そのため人工衛星等の打上げは、ＪＡＸＡ法においてＪＡＸ

Ａの業務の一つとして定義され（第 18 条第１項第４号）、ＪＡＸＡは、国（文部科学省）

の認可を受けた「人工衛星等打上げ基準」を独自に策定している。ＪＡＸＡはこのほか、

ロケット打上げ、準備作業等に係る安全を確保するため、システム安全など独自の打上

げ安全審査を実施している。ＪＡＸＡの安全審査の結果は、文部科学省科学技術・学術

審議会研究計画・評価分科会宇宙開発利用部会が定める「ロケットによる人工衛星等の

打上げに係る安全対策の評価基準」に基づき、同部会において調査審議を受けている。 

宇宙活動法案では、国内に所在する打上げ施設を用いて人工衛星等の打上げを行おう

とする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受けることとし、人工衛星の打上げ用ロ

ケットの設計、打上げ施設の場所、打上げの予定時期、打上げ用ロケットの飛行経路、

打上げ用ロケットに搭載する人工衛星の数や利用目的等を記載した申請書を内閣府に提

出することが求められる。許可を受けるためには、打上げ用ロケットや打上げ施設が、

内閣府が定める安全基準（「ロケット安全基準」や「型式別施設安全基準」）を満たして

いることが必要であるが、型式認定制度26及び適合認定制度27を創設し、事前に認定を受

けることにより、許可に係る手続の処理の迅速化を図ることとする。また、施行の際に

は、ＪＡＸＡについても本法律による許可制度の下での運用となるところ、これまでの

実績等を踏まえ、型式認定及び適合認定における手続の簡略化を認めることとしている。 

 ウ 人工衛星の管理に係る許可制度 

宇宙物体登録条約は、宇宙物体の打上げ国は、登録簿により当該宇宙物体を登録し、

国連に当該宇宙物体に関する情報を提供することを、加盟国に対して義務付けている28。

我が国では現在、民間事業者が管理する人工衛星については、関係法令又は行政指導で

                                                                                  
すことが必要であったため、宇宙活動法の検討がその後進捗してこなかった旨答弁した（第 180 回国会参議

院内閣委員会会議録第 12 号 19 頁（平 24.6.20））。 
22 宇宙政策委員会第３回宇宙産業・科学技術基盤部会宇宙法制小委員会議事録（平成 27 年６月２日）５頁な

ど。 
23 法律案では、人工衛星及びその打上げ用ロケットと定義される。 
24 種子島宇宙センター（鹿児島県熊毛郡）及び内之浦宇宙空間観測所（鹿児島県肝属郡）の２か所がある。現

在、前者ではＨ－ⅡＡロケット及びＨ－ⅡＢロケット、後者ではイプシロンロケットの打上げが行われてい

る。 
25 Ｈ－ⅡＡロケット及びＨ－ⅡＢロケットは、ＪＡＸＡ（ＮＡＳＤＡ時代を含む）と三菱重工業株式会社（Ｍ

ＨＩ）が共同開発したロケットであるが、打上げ実績を重ねた現在は、いずれもＭＨＩが提供する「打上げ

輸送サービス」により打上げが行われている。ＪＡＸＡは、打上げ施設の整備等を含む安全確保業務やロケ

ットの飛行データの取得業務などを担当している。 
26 打上げ用ロケットの設計がロケット安全基準に適合しているかについての認定制度。 
27 打上げ施設の設計が型式別施設安全基準に適合しているかについての認定制度。ロケットの型式ごとに打上

げ施設の安全基準を設ける必要があるとされている。 
28 我が国では文部科学省が登録簿を管理し、外務省が国連に登録の通報を行っている。 



立法と調査　2016.10　No.381
89

 

定める範囲で情報を取得し外務省及び他の関係行政機関に通報する運用を行っている29。

本法律案では、国内の人工衛星管理設備を用いて管理を行おうとする場合、人工衛星ご

とに、内閣総理大臣の許可を必要とすることで、国が登録簿で管理するに当たり必要な

情報を得られるようにする。 

また、機能を停止した人工衛星が宇宙空間に放置されスペースデブリ（宇宙ゴミ）30と

なることが近年一層深刻化しており、国際的な問題となっている。本法律案では、許可

の条件として人工衛星の高度を下げて空中で燃焼させるなどの方法により、管理の終了

に伴う措置（終了措置）を講ずることを求めており、スペースデブリの増加の防止が意

図されている。人工衛星管理者が管理に係る事業の譲渡を行う場合や管理者である法人

が合併により消滅する場合などにおいては、事業の譲受人等が終了措置を講じなければ

ならないとしている。 

エ ロケット落下等損害31及び人工衛星落下等損害32の第三者損害賠償制度 

 人工衛星等の打上げに際しては、仮に失敗した場合、その被害が甚大となる可能性が

あることから、公共の安全確保や迅速な被害者保護について万全な対策を講じることが

重要となる。宇宙損害責任条約は、打上げ国は、自国の宇宙物体が地表において引き起

こした損害又は飛行中の飛行機に与えた損害の賠償について無過失責任を負うと定めて

おり33、現在の我が国の法制では、ＪＡＸＡに対して人工衛星等の打上げを行う際の保

険契約の締結を義務付けている（ＪＡＸＡ法第 21 条及び第 22 条）が、本法律案で民間

事業者の宇宙活動も対象とする第三者損害賠償制度を創設する。 

本法律案では、打上げ実施者に損害賠償担保措置（第三者賠償責任保険34の加入等）

を義務付け、ロケット落下等損害、人工衛星落下等損害ともに、条約と同様に無過失責

任の考え方を採用する。併せて責任集中の考え方も採用され35、責任を負うべき打上げ

実施者以外の者は損害賠償責任を負わないこととする36。このほか、損害賠償担保措置

でもカバーすることのできない多額の損害が発生した場合は、政府が締結することので

                                                                                  
29 例えば電気通信事業法に基づく電気通信事業の登録が該当する。 
30 国際法上確立した定義はないが、宇宙に打ち上げられた後、役割を終えたり故障したりした人工衛星や、ロ

ケットの部品、爆発した衛星の破片など、地球周辺の軌道を回る無用な物体のことである。10cm 以上のもの

は約２万個あるとされ、秒速約７～８km で地球の周りを周回しているため、１cm ほどの宇宙ゴミでも、宇宙

機や遊泳中の宇宙飛行士に衝突すれば大きな被害をもたらすことになる。最近では、2007（平成 19）年にＣ

ＯＰＵＯＳで宇宙ゴミの発生抑制を目的としたスペースデブリ低減ガイドラインが採択されている。 
31 人工衛星の打上げ用ロケットが発射された後、人工衛星が正常に分離されていない状態における人工衛星等

や、人工衛星が正常に分離された後のロケットの落下や爆発により、地表や飛行中の航空機等において人の

生命等に生じた損害のことをいう。 
32 人工衛星の打上げ用ロケットから正常に分離された人工衛星の落下又は爆発により、地表や飛行中の航空機

等において人の生命等に生じた損害のことをいう。 
33 高度な科学技術により実施される宇宙活動を原因として発生した損害に対する賠償請求を行うに当たり、被

害者に求められる加害者の故意・過失の立証が困難であることに配慮したものである。 
34 自動車損害賠償責任保険（自賠責）や労災総合保険（使用者賠償）など様々な分野で利用されている。 
35 無過失責任と責任集中の考え方は、原子力損害の賠償に関する法律や水質汚濁防止法と同様のものである。 
36 製造物責任法（いわゆるＰＬ法）の規定は適用しないとされた。ＰＬ法では、欠陥のある部品を作った製造

業者を特定した上でその者に対して損害賠償請求を行う必要があるが、宇宙活動法はこの考え方によらない

ことになる。なお、責任集中により損害を賠償した打上げ実施者は、他に責任を負うべき者に対する求償権

を有する。 
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きる損害賠償補償契約37に基づいて補償を行うこととする。 

損害賠償担保措置の保険金額は、打上げ用ロケットや打上げ施設の規模などの事情を

勘案して内閣府が定める金額を基に設定される予定であり38、国の補償についても、国

際競争力強化の観点を踏まえて制度設計することで39、打上げ実施者が負う第三者損害

賠償リスクを合理的な水準にとどめるとしている。 

オ 内閣総理大臣による監督 

内閣府の長たる内閣総理大臣は、打上げ実施者や人工衛星管理者に対し、必要に応じ

て、立入検査や指導・勧告、是正命令等を行う。 

 カ その他 

本法律案で許可制度を導入するに当たり、内閣府令で許可等に係る基準を定めること

となるが、その妥当性の判断には高度な専門性が要求されることとなる。そのため、内

閣総理大臣は、イ及びウに係る安全基準等に関する内閣府令を制定し、又は改廃しよう

とするときは、あらかじめ、宇宙政策委員会の意見を聴かなければならないこととする。 

また、国が行う人工衛星等の打上げ40及び人工衛星の管理については、いずれも本法

律案の許可制度の対象とはしないこととする。 

キ 施行期日等 

公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、施行日から円滑に打上げや管理を行うことができるよう、許可等の申請は公布

の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から可能とする。なお、

この法律の施行までに打ち上げられ、既に行われている人工衛星の管理については、本

法律案の許可制度の対象としない。 

 

（２）衛星リモートセンシング法案の提出の背景及び概要 

ア 法案提出の背景 

  衛星リモートセンシング記録とは、リモートセンシング衛星41に搭載される衛星リモ

ートセンシング装置により得られたデータのうち、地上に発信する無線設備を用いて衛

星から受信し、有用な情報になるよう加工等を施したものであり42、農業、資源、防災

など様々な分野で活用されている（図表２）。衛星リモートセンシング装置の高分解能化、

                                                                                  
37 法律案では、テロリズム等の発生などを原因とするものは、適正な保険料を算出することが困難なものとし

て「特定ロケット落下等損害」と定義され、通常予見され得るロケット落下等損害とは区別されている。 
38 「第三者損害賠償制度に関する具体の論点について」（宇宙政策委員会第５回宇宙産業・科学技術基盤部会

宇宙法制小委員会（平成 27 年 10 月 13 日）配付資料）では、現在我が国で打ち上げられるロケットはＨ－Ⅱ

Ａロケットなど型式が限定されていることから、保険金額は一律 200 億円と設定されているが、今後は小規

模なロケットの打上げも予定されることから、改めて保険金額を政省令で規定することが妥当としている。 
39 宇宙活動に関する国家補償制度の導入は宇宙活動に係る先進国の趨勢となっており、米国の商業打上げ法で

は 15 億ドル、フランスの宇宙活動法では無制限の国家補償を認めている。 
40 「国」にはＪＡＸＡを含まない。なお、現在までに国が打上げを行った例はない。 
41 我が国が保有する例として、光学衛星ＡＳＮＡＲＯ－１やＳＡＲ（レーダー）衛星ＡＬＯＳ－２、情報収集

衛星（ＩＧＳ）などがある。 
42 本法律案で許可制度の対象となる記録は、安全保障に支障を及ぼすおそれがあるものとして内閣府令で定め

る基準に該当するもの等をいう。 
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衛星の小型化による低コスト化、動画対応等が近年急速に進展し、我が国においても、

衛星リモートセンシング記録の利用は急速に拡大すると見込まれている。一方で、高画

質のデータは適切に管理されなければテロリスト等に悪用される懸念があるため、安全

保障上の観点からルールを定めることが重要である。しかし、国際的なルールは定めら

れておらず、各国は国内法を整備することで対応しており、我が国においても制度整備

が課題となっている。 

リモートセンシング政策に関しては、平成 22 年 12 月、専門調査会の下に、地球観測

衛星及び衛星データ利用促進を含め、リモートセンシングの総合的施策の推進に向けた

専門的な調査検討を行うため、「リモートセンシング政策検討ワーキンググループ」が設

置された。ワーキンググループでは、官民の役割と産業振興の在り方、衛星の開発者・

運用者と利用者間の連携・協力強化の在り方、衛星情報・データ等統合的利用基盤及び

衛星データの配布等に関わるデータポリシーの在り方、安全保障との調和の在り方、国

際貢献・協力及び海外展開の在り方等が検討事項として整理された。特にデータポリシ

ーの在り方に関しては、民間事業活動のための制度整備として、対象事業者の範囲、許

認可の仕組み、配布が制限される機微情報の判断の仕組みなどについて定めた法制化の

必要性についても議論がなされた。しかし、同ワーキンググループの議論は、専門調査

会の廃止（前述）の影響等により、平成 23 年４月の第３回会合をもって終了した。 

 

図表２ 分野別のリモートセンシングの利用例 

資源探査分野 岩石・鉱物の分類による鉱物資源探査、海表面の油徴による海底油田の探査等 

農業分野 農地の作付分類、作物の収量や品質の推定、収穫適期の決定等 

森林分野 樹種分類、森林成長モニタリング、森林管理等 

環境分野 大気汚染・水質汚染・土壌汚染等の環境汚染分布等 

土地利用分野 水域・森林・草地・裸地・市街地・工場等の土地利用（被覆）分類等 

海洋分野 海水面温度等 

防災分野 地震防災、火山防災等 

（出所）内閣府資料を基に作成 

 

イ 衛星リモートセンシング装置の使用に係る許可制度 

  本法律案では、国内に所在する操作用無線設備を用いて衛星リモートセンシング装置

の使用を行おうとする者は、衛星リモートセンシング装置ごとに許可を受けなければな

らないこととする。装置使用者の申請を許可するに当たっては、符号等の利用による不

正使用防止措置、申請受信設備以外の使用禁止、申請軌道以外での装置の機能停止、故

障などを含む使用終了時の措置等の義務を課す。 

ウ 衛星リモートセンシング記録の取扱いに関する規制 

 衛星リモートセンシング装置を使用して記録を保有する者（衛星リモートセンシング

記録保有者）が記録を提供する相手先や方法について制限を設ける。具体的にはエの認
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定制度を設け、記録の提供先を当該認定を受けた者や政令で定める特定取扱機関等に限

定するとともに、暗号など記録に適切な処理を施した上での提供を義務付ける。また、

内閣総理大臣は安全保障上の理由（国際社会の平和の確保等に支障を及ぼすおそれ）に

より、衛星リモートセンシング記録保有者に対して、範囲や期間を定めた上で記録の提

供の禁止を命ずることができることとする。 

エ 衛星リモートセンシング記録を取り扱う者の認定 

 衛星リモートセンシング記録を取り扱う者は、内閣府令で定める衛星リモートセンシ

ング記録の区分43に従い、記録を適正に取り扱うことができると認められる旨の内閣総

理大臣の認定を受けることができることとする。 

 

図表３ 衛星リモートセンシング法の制度イメージ 

 

（出所）内閣府資料 

 

オ 内閣総理大臣による監督 

内閣府の長たる内閣総理大臣は、衛星リモートセンシング装置使用者、衛星リモート

センシング記録保有者に対し、必要に応じて、立入検査や指導・勧告、是正命令等を行

う。 

カ 施行期日等 

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

ただし、イの許可及びエの認定に係る申請の規定は、民間事業者等の活動に支障が生じ

ないよう、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。また、この法律の施行までに打ち上げられ、現に使用されている人工衛星に搭

載された衛星リモートセンシング装置の使用については一部規定を適用しない44。 

                                                                                  
43 対象物判別精度、記録を加工して変更が加えられた情報の範囲や程度、記録されてから経過した時間等で幾

つかの区分を定めるとしている。 
44 例えば、使用中の衛星リモートセンシング装置に係る許可の申請が行われた場合、装置の構造等が申請者以

外の者による不正使用を防止する措置等に関して内閣府令で定める基準に適合していなくとも、記録の漏え

い等の防止に必要かつ適切なものとして内閣府令で定める措置等が講じられていると認められれば、申請者

は使用を続けることができる（附則第３条）。 
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４．両法律案の主な論点  

（１）宇宙活動法案の主な論点 

ア 宇宙活動に係る規制と産業振興の両立 

  本法律案は、これまで明確なルールが定められていなかった民間事業者による人工衛

星等の打上げや管理について、許可制度を設けることが大きな柱となっており、規制法

という捉え方ができる。しかし、許可制度の創設と併せて、ＪＡＸＡなど特別の機関の

みならず、民間事業者にも適用される第三者損害賠償制度を創設することで、被害者の

保護を図ることや、さらに宇宙ビジネスの発展に寄与することも重要な目的であると言

えよう。 

平成 27 年 12 月の本部会合において、安倍内閣総理大臣が「ＧＤＰ600 兆円に向けた

生産性革命において、宇宙分野を柱の一つとして推進する」と発言したように、政府の

宇宙産業の振興に取り組む姿勢は強まりつつある。同本部会合で決定された第３次基本

計画の工程表（平成 27 年度改訂）では、「宇宙活動法にも関連し、宇宙機器・利用産業

の将来動向や政府の関与の在り方に関する基本的視点（宇宙産業ビジョン（仮称））を整

理し、平成 28 年度前半に中間とりまとめを行う」と記された。宇宙政策委員会は、「宇

宙産業ビジョン検討に当たっての視点」において、我が国が将来目指すべき宇宙産業・

ビジネスの絵姿、政府で対応すべき取組の在り方、産業界・企業やそのステークホルダ

ーに期待される役割について主に検討することとしている45。 

規制と産業振興の両面を有する本法律案が、民間事業者の宇宙活動の進展にどれほど

効果をもたらすのかが注目されるが、許可等に係る基準の策定など具体的な制度設計や

運用は法案成立後に検討されていくことになる。コスト等の事情により、制度の枠組み

がある程度明らかになってから今後の事業計画を立てる事業者が少なくないと思われる

が、民間事業者が安心して宇宙活動を行えるよう、政府は法令の整備に加えて、このよ

うなビジョンの策定を通じて、両面性についての考え方を明確に示すことが必要となる

だろう。 

イ 第三者損害賠償制度の考え方 

本法律案では、これまでＪＡＸＡに対してのみ義務付けられていた保険契約の締結が

民間事業者にも求められることとなる。国家補償として民間事業者と政府が契約する損

害賠償補償契約の額を始めとする具体的な運用について検討されていくことになるが、

保険金額や補償が支払われる条件等が十分でない場合、より充実した賠償や補償が行わ

れる他国で打上げや管理が行われ、それにより人材や技術が国外に流出することにつな

がりかねない。逆に、小規模なロケットによる打上げなどリスクが小さいと認められる

活動については、国の関与を減らし規制を緩やかにすることも検討に値するとの意見も

ある46。こうした事情を勘案しつつ、ロケットなどの規模に応じたリスクに見合うよう

                                                                                  
45 宇宙政策委員会「宇宙産業ビジョン検討に当たっての視点」（平成 28 年６月 30 日） 

<http://www8.cao.go.jp/space/comittee/27-sangyou/sangyou-dai2/sankou1-2.pdf>（平 28.9.16 最終アク

セス） 
46 小塚荘一郎「宇宙産業をバックアップする宇宙活動法の制定を」『航空と宇宙』（平 24.12） 
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妥当な額が設定されることが望ましい。 

また、本法律案では原子力損害47の賠償に関する法律（以下「原賠法」という。）の適

用を排除していないため、仮に原子力事業所にロケットが落下し原子力損害が発生した

場合、打上げ実施者ではなく原子力事業者の損害賠償責任が優先することとなる（原子

力損害が発生しない場合は宇宙活動法の規定が適用される）。原賠法も事業者の無過失責

任を規定するが、「異常に巨大な天災地変」等の場合はその限りでないとしている（第３

条第１項ただし書）ところ、政府は平成 23 年に発生した東日本大震災には適用されない

と解釈している48。宇宙活動法では、天災その他の不可抗力が競合したときは、裁判所

が賠償の責任や額を定めるに当たり、その状況をしん酌することを認めているが49、打

上げ実施者のリスク軽減のため、打上げの時点における科学技術上の知見では予見し得

なかった事態について、打上げ実施者の免責を認めるべきとの意見もある50。なお、原

子力損害賠償・廃炉等支援機構法附則第６条と同法に対する衆参の委員会附帯決議を受

け、平成 27 年５月、内閣府原子力委員会の下に原子力損害賠償制度専門部会が置かれ、

制度の在り方等について現在も議論が行われており、その動向にも注目したい。 

ウ 宇宙活動に係る官民連携等 

第３次基本計画は、我が国の宇宙機器産業の事業規模を今後 10 年間で官民合わせて計

５兆円に増やすことを目標に掲げている。世界的にも宇宙産業は今後も市場規模を増加

していくとされ、特に新興国での需要増が見込まれる。現在の我が国の宇宙産業は官公

需により支えられているため、政府は海外需要を掘り起こし宇宙ビジネスの海外展開を

支援することを目的とし、平成 27 年８月、関係省庁や民間事業者から成る「宇宙システ

ム海外展開タスクフォース」（以下「タスクフォース」という。）を立ち上げた。政府は、

我が国が強みを有する宇宙システムを軸に、産学官で連携し、国・地域別、課題別ワー

キンググループによる海外展開の取組を推進し、宇宙市場拡大を目指すとしており、平

成 28 年３月には、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）との間で火星探査機の打上げサービスの

受注に成功した。 

また政府は平成 27 年 10 月、国内の宇宙ビジネスの拡大に向け、「宇宙」をキーワード

に、新産業・サービス創出に関心を持つ企業・個人・団体等が参加するネットワーキン

グ組織として「スペース・ニューエコノミー創造ネットワーク」を創設した。その活動

においては関係省庁やタスクフォースとの連携も企図されており、平成 29 年度は当活動

を通じ 100 以上の宇宙新事業創出を図ることを目標としている51。今後このような官民

連携が我が国の宇宙ビジネスの成長にどのように寄与するか期待される。 

                                                                                  
47 核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質等の放射線の作用若しくは毒性的作用により生じた

損害をいう（原賠法第２条第２項）。 
48 第 177 回国会参議院予算委員会会議録第 14 号 15 頁（平 23.5.2）や東京電力福島第一原子力発電所事故に

係る原子力損害賠償及び当該事故を起因とするエネルギー政策の見直し等に関する質問に対する答弁書（内

閣衆質 177 第 215 号、平 23.6.7）を参照。 
49 大気汚染防止法や水質汚濁防止法にも同様の規定がある。 
50 前掲注 46 
51 内閣府「平成 29 年度内閣府重点施策」15 頁（平 28.8） 

<http://www.cao.go.jp/yosan/juten/juten29/juten29.pdf>（平 28.9.16 最終アクセス） 
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（２）衛星リモートセンシング法案の主な論点 

ア 許可制度に係る装置や記録の範囲 

 本法律案で提供の制限を課す衛星リモートセンシング記録は、衛星リモートセンシン

グ装置により得られたデータのうち、対象物判別精度、加工により変更が加えられた情

報の範囲及び程度、電磁的記録が記録されてから経過した時間等を勘案し、安全保障に

支障を及ぼすおそれがあるものとして内閣府令で定める基準に該当するものである。 

 具体的にどのような記録が規制の対象に該当するかは法案成立後に定められることと

なるが、人工衛星から得られるデータは安全保障上重要なだけではなく、商業利用や防

災など幅広い分野で有益である。今後更なる利用が見込まれることからも、一定のルー

ルの下に運用されるべきであるが、衛星リモートセンシング記録を利用する事業者等が

安心して活動できるよう、宇宙活動法案と同様に制度設計においては過剰な規制となら

ないように十分留意されると同時に、その内容ができるだけ早期に示されることが重要

である。 

イ 記録の提供に係る制限の在り方 

 衛星リモートセンシング記録の提供に制限を設けるに当たっては、明確な基準の策定

や、提供の可否を迅速に判断する仕組みの構築が重要となる。本法律案では、内閣総理

大臣が安全保障上の理由により命ずることができるとする記録の提供禁止の範囲や期間

を必要最小限度としているが、記録の提供禁止による経済的損失など民間事業者に対す

る影響は少なくないことが想定されるため、制限された場合の補償の有無等を含む提供

の制限の考え方についてより具体的に示される必要があるだろう。 

ウ 今後策定される衛星リモートセンシング関連政策に関する方針の在り方 

 基本計画工程表（平成 27 年度改訂）は、「我が国の安全保障上の利益とリモートセン

シング衛星の利用・市場の拡大についてのバランスに配慮すべく、衛星リモートセンシ

ング関連政策に関する方針を平成 28 年度末までに策定する」とし、現在宇宙政策委員会

で検討が行われている。同委員会の「衛星リモートセンシング関連政策に関する方針の

検討の方向性」52では、関連政策を行う目的として、安全保障上の利益への貢献、国民

生活に必要な社会基盤の維持、産業基盤及び競争力の維持・強化、科学技術の能力向上、

外交政策上の利益への貢献等の実現が挙げられている。衛星リモートセンシング記録の

活用による産業振興に限らず、記録をより有意義なものに加工する技術の向上や人材の

育成など諸課題の達成に向け、幅広い観点から方針が策定されることが望まれる。 

 

（３）両法律案・宇宙政策全般に係る主な論点 

ア 宇宙政策と安全保障政策との関係性 

 宇宙開発は米国やソビエト連邦を中心として軍事利用を目的に推進された歴史がある

が、我が国の宇宙開発利用は、昭和 44 年、衆議院で「わが国における宇宙の開発及び利

                                                                                  
52 <http://www8.cao.go.jp/space/comittee/27-sangyou/sangyou-dai2/sankou1-2.pdf>（平 28.9.16 最終アク

セス） 
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用の基本に関する決議」で示されたように平和の目的に限り進められてきたところ53、

平成 20 年の宇宙基本法では、宇宙開発利用は「日本国憲法の平和主義の理念」にのっと

り行われるものと規定され、専守防衛の範囲であれば自衛隊等の利用は可能とされるよ

うになった。平成 24 年のＪＡＸＡ法改正では、それまで平和目的に限っていた目的規定

が改正され、ＪＡＸＡは安全保障を含む政府全体の宇宙開発利用を支える機関となり、

平成 25 年４月から防衛省と複数の研究協力協定を締結するなど、防衛省との関係は以前

より深まりつつある。また第３次基本計画では、宇宙政策の目標の一つとして「宇宙安

全保障の確保」が掲げられ、平成 25 年 12 月閣議決定の国家安全保障戦略を踏まえ、安

全保障分野で宇宙を積極的に活用していくことの必要性や、日米間の宇宙協力の強化に

ついて言及され、ＪＡＸＡについては、宇宙の安全保障利用のため、その有する宇宙技

術や知見等に関し、引き続き防衛省との連携の強化を図るとされている。様々な分野に

おいて万全の安全保障策が講ぜられる必要があることは言うまでもないが、宇宙開発を

めぐる国際的潮流から、こうした宇宙政策や研究機関の役割に係る一連の見直しに対し

て、宇宙開発の軍事目的への転換などを懸念する声がある54。 

一方、宇宙活動においては、スペースデブリの増加や衛星への攻撃などのリスクへの

対応も重要であり、宇宙安全保障の確保策として、スペースデブリ回避のための宇宙状

況監視（ＳＳＡ）の体制の確立と能力の向上が目指されているほか、測位、通信、情報

収集等のための宇宙システムを強化するなどの取組が進められている。国際協力のため

にもこのような取組は非常に重要であり、宇宙政策との関連における安全保障政策につ

いて懸念を払拭するとともに、その重要性について理解が深まるよう、政府は丁寧に説

明責任を果たす必要があるだろう。 

イ 宇宙政策に係る政府の体制 

両法律案が成立・施行された場合、政省令の整備や許可申請の処理等に係る業務は内

閣府宇宙開発戦略推進事務局55が担うこととなる。許可の基準等に係る政令の制定・改

廃に当たっては、宇宙政策委員会からの意見聴取を必要としていることからも、業務量

の増加に見合う必要な人員や予算等の体制確保が求められる。また、両法律案の成立如

何に限らず、宇宙関連産業の拡大のための国内の民間事業者に対する制度上の支援や安

全保障体制の強化に資するための国際協力等は積極的に講じられるべきである。 

また平成 28 年４月には、ＪＡＸＡとアメリカ航空宇宙局（ＮＡＳＡ）などが共同開発

し、300 億円超の国費が投じられたＸ線天文衛星「ひとみ」が宇宙空間で分解し、打上

げから２か月余りで運用を断念する事態が発生した。単純ミスの積み重ねが原因とされ

                                                                                  
53 第 61 回国会衆議院本会議録第 35 号１頁（昭 44.5.9）。なお、参議院でも宇宙開発事業団法案に対する附帯

決議として同趣旨の決議が行われている（第 61 回国会参議院科学技術振興対策特別委員会会議録第９号１頁

（昭 44.6.13））。 
54 例えば問題点として、軍学共同研究の研究成果が公表されないことなどがある（『東京新聞』（平 28.5.18））。 
55 第 189 回国会で成立した「内閣の重要政策に関する総合調整等の機能の強化のための国家行政組織法等の一

部を改正する法律」（平成 27 年法律第 66 号。いわゆる内閣官房・内閣府スリム化法）により、平成 28 年４

月１日、内閣府宇宙戦略室と内閣官房宇宙開発戦略本部事務局が統合される形で誕生した。なお、本改正で

は宇宙基本法も改正され、基本計画の本文部分は本部決定を経た上で閣議決定されることとなり、第３次基

本計画については、同日、技術的修正を施した後に閣議決定された。 
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批判は少なくないが、文部科学省の平成 29 年度予算概算要求に後継機開発に係る費用が

計上された。国が携わるプロジェクトについては、国費を投じる観点から、その管理体

制の見直し・強化を検討する必要があるのではないだろうか。 

 

５．おわりに  

宇宙基本法の制定当初から法整備の必要性について言及されてきたものの、宇宙活動法

案の国会提出に至るまで約８年の年月を要した。我が国において、宇宙政策の優先順位が

それほど高いものでなかったことの証左であるように思われる。しかし今般、宇宙ビジネ

スの進展に向けた制度インフラとして両法律案が国会に提出されたこと、両法律案に関連

した方針が今後策定されること等に鑑みると、我が国の宇宙政策は安全保障環境の変化へ

の対応という観点にとどまることなく、多岐にわたり一層その重要性を増していくものと

思われる。 

それぞれの国の諸事情を考慮すべきではあるが、宇宙活動が活発な国では、今般の我が

国の立法に向けた動きと同様の趣旨の法整備が既に行われている。諸外国の宇宙政策や宇

宙関連法制との差異を比較することは、我が国における今後の宇宙ビジネスの発展に資す

るものがあるのではないだろうか。また、宇宙政策のこれまでの総括や今後の在り方など、

中長期的な観点から諸課題についても活発な議論が行われることが予想される。本稿がそ

の一助となれば幸いである。 
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